
２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

（予算額）
企業誘致推進事業等1,455千円

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度27年度単位 22年度（実績）

2,000 2,000 2,000

75アンケート抽出費用（1件あたり）

いばらき産業視察会開催費用

25年度

250250

23年度（実績）

277

コスト指標

円

円

％

社

社

市外企業

新規企業立地件数

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

事
業
費

事業費及び指標の推移

1,500

1,500

千円

時間外

嘱託臨時

他課の協力分

千円

千円

千円

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

企業誘致推進事業

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

小施策

評価区分

評価事業

企画費

２.多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

３．交通条件を生かした，豊かさを育む商工業を振興します

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策
小政策
施策

6,075 6,075

茨城中央工業団地（笠間地区）用地買収率

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

指標区分

企業立地アンケート数

人
件
費

活
動
指
標

いばらき産業視察会参加社数

職員割合 千円

千円

2,000

7,575

6,075

250

1

100

100

100

27年度（目標）

1

100

7,575

1 1

7,575

6,075 6,075

2,086 1,923 2,000

26年度24年度

250 250

10099

25年度（目標）

100 100

24年度（目標）

6,0750.81

1,500 1,500

6,0750.81 6,075 0.81 6,075 0.81

1,480

6,075 0.81

1,500 1,500

0

99

100

1,500

6,075

1,080703

1,103

400 0 0400400

4 1

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画）

99

1,094

7,169

2,000

22年度（実績）

23年度（実績）

100

300

99

7,178

694

単位

社

社

6,075

千円

0.81

千円

7,555 7,575

22年度（実績）

6,075

25年度（計画） 26年度（計画） 27年度（計画）

1,500

6,0750.81

社

社

社

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―

実施手法
○

負担金の有無

飛躍的に高まる交通の利便性を生かし、
優良企業の誘致を進めるとともに、地元
雇用の拡大や従業員の定住促進を図る。

○立地アンケートの実施
○笠間市に東京を中心とした企業を呼び
優位性についてＰＲを実施
○東京・大阪で実施される茨城県主催の
セミナーで笠間市の優位性をＰＲ
○未買収者の対応と団地内の管理をす
る。

予
算
科
目

会計
一般 総務費 総務管理費 企業誘致推進事業

細目名 関連計画
根拠法令

款 項 目

共催者・関係団体
２．工　業
２．企業誘致の推進

H20 単年度繰返し

1
継続

所属部課名

課長名

―

1

市単独

都市建設部まちづくり推進課
中村　公彦
國井　智

○

担当者名

事業数
部内優先順位

実施計画事務事業

順位

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

対
象
指
標
成
果
指
標

0

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
社市外企業

市外企業

笠間市へ進出する企業を誘致する
新規企業立地件数

【DO】事務事業の実施

99

28年度（目標）

0

26年度（目標）

企業誘致推進事業1,0８２千
円茨城中央工業団地笠間地
区整備推進事業　　　　　　　１
千円

総
合
計
画

１　【事務事業の全体概要及び背景】
新規企業

　　　　4社

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

上記と同様

・ＨＰを利用し広く企業への周知を図る。
・企業データバンクから優良企業リストを購入し、アン
ケートを送付し笠間市の優位性をＰＲする。
・視察会やセミナー時にＰＲブースを設けて広く企業への
周知を図る。
・未買収用地2件の交渉を行う外、工事等の実施に伴い
地元区長への周知及び団地内の管理を行う。

新規企業

　　　　1社

手
段 ％茨城中央工業団地（笠間地区）用地買収

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

企業立地アンケート数
いばらき産業視察会参加社数

立地意向調査のためのアンケート送付
いばらき産業視察会及び茨城産業立地セミナー
茨城中央工業団地（笠間地区）の用地買収及び管理



一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

年々市内の人口が減少していくなかで、人を呼び込み地域活性化につなげていく施策とし
て企業誘致業務は適切である。

新規企業については常磐道と北関道の交わる立地条件が好感され新規立地４件となった。
さらに業種等を絞ったアンケートでＰＲする。企業立地により、雇用の増加があり、定住や税
収増の効果がある。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

市及び工業団地のＰＲは今後も必要不可欠な業務でそのための実施業務についても同様
である。。企業誘致に積極的な姿勢を維持するにあたり人員は最低限で効率化をはかって
いる。

東日本大震災の発生によるリスク分散型志向や円高等の影響から、企業立地は国内から海外へシフトしている。

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

その他

③前年度の改革・改善案

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

　平成２４年度末には、茨城中央工業団地笠間地区のうち、約１８ｈａの
粗造成が完了することから県と連携し、積極的に企業誘致を行う。また、
既存遊休地（民有地を含む）の利活用を推進する。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

【PLAN】事務事業の計画

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

部内での位置付け

拡  　　　　　充

上  　　　　　位

資源配分

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

新規企業が立地したことで企業誘致として一定の成果がでた。さらなる誘致を目指し茨城中
央工業団地笠間地区のＰＲをはじめ市内物件の把握や有効利用等を考えていく。

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

市内で活動する既存企業からの事業
所拡張や市内移転等等の相談を関
係各部局と調整しワンストップサービ
スで対応を図る。
また、既存企業との交流を深めるため
「がんばる企業応援連絡会」を組織
し、行政と企業及び企業間の連携を
図る。

○がんばる企業応援連絡会セミナー
の実施
○賀詞交換会への企業招待

既存企業の拡張

　　　　1社

既存企業からの相談にワンストップで対応
がんばる企業応援連絡会の運営

28年度（目標）

（予算額）
翌
年
度
計
画

上記と同様

・ＨＰを利用し広く企業への周知を図る。
・セミナーの開催
・企業訪問の実施
・賀詞交歓会への招待

企業向けセミナー、コンサル
タント　　　　　　１80千円

【DO】事務事業の実施

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

市内企業（製造業・運輸業）

施策

会計
一般

当
年
度
計
画

１　【事務事業の全体概要及び背景】

２．工　業
３．地域に根ざした工業の推進

企業誘致推進事業

総
合
計
画

予
算
科
目

小施策

新規・継続
小政策

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

【PLAN】事務事業の計画

終了年度

評価区分

評価事業

件企業訪問件数

⑥
活動
指標

がんばる企業連絡協議会加入企業数
市ホームページ紹介企業数

既存企業の発展、規模拡大
既存企業の拡張

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

５　事務事業の目的と手段
社

対
象
指
標

市内企業（製造業・運輸業）

千円

26年度（計画） 27年度（計画）

社

社
社

2

26年度（目標）

補助金の有無

市内企業

國井　智

○

―
負担金の有無

継続

担当者名

11

事業数
部内優先順位

補助率

H２０ 単年度繰り返し

所属部課名

課長名

―

2

市単独

都市建設部まちづくり推進課
中村　公彦

細目名 関連計画
総務費 総務管理費

款 項

事
業
期
間

開始年度

実施手法

企業向けセミナー、コンサル
タント　　　　　　　124千円

既存企業の拡張

　　　　1社

４　【事業費の内容（決算額）】３　【年度目標】
直営 ―

79

2,625 0.35 2,6250.35

180

市ホームページ紹介企業数

24年度（目標）

70

23年度（実績）

46

2,725

2,625

24年度（計画）

0.35 2,625

180

28年度（計画）23年度（実績） 25年度（計画）22年度（実績）

180

2,625

2,749

千円

千円

566566

1

155

2,625

180 180

0.35 2,625 0.35 2,625

100 124

0.35

180

150

22年度（実績）

59

2,805

150

67

150

千円

73

25年度（目標）

4443

2,805

45

26年度

1

25年度

47

2,805

2,625 2,625

150

48

27年度（目標）

150

2,805

1 1

実施計画事務事業

1

根拠法令

順位

共催者・関係団体

所管省庁政策的事業

2,6250.35

2,805

2,250

80

50

150件

他課の協力分

単位

企業訪問件数

人
件
費

時間外

職員割合

2,625

76

11

事務事業名

政
策
体
系

政策

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

事業費

事業費及び指標の推移

千円

事
業
費

180

2,625 2,625

指標区分

社

社がんばる企業連絡協議会加入企業数
活
動
指
標

2,4652,571

23年度（実績）

1,850

24年度

嘱託臨時

22年度（実績）

企画費

２.多彩な交流で飛躍する活力ある産業のまちづくり 〔産　業〕

３．交通条件を生かした，豊かさを育む商工業を振興します

既存企業支援事業

目

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

180千円

100 124 180

180

単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

千円

千円

社既存企業の拡張

コスト指標

成
果
指
標

円

社

円 1,694

28年度27年度単位

2,368 2,278連絡会参加企業数



【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

③前年度の改革・改善案

工場等の操業についてコスト削減が求められるなかで、工場新規や拡張にあたって低金額での資産購入を希望されるなど、相談内容もコスト意識の
高いものになっている。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

資源配分

部内での位置付け

現  状  維  持

中  　　　　　位

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　市内で活動する既存企業の市外転出を防止するとともに、事業所拡張
等の支援を行うことにより、更なる雇用の確保や税収の増などを図る。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

必要性

有効性

効率性

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

がんばる企業応援連絡会については新規加入もあり規模の拡大につなげることができた。
企業訪問についても継続し多種多様なニーズを把握し,企業活動拡大に貢献していく。

①改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

その他

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

がんばる企業応援連絡会の企業紹介を毎月広報紙に掲載し、市民の目にふれることで反
響が大きい企業もあった。さらに応援連絡会を開催し、省エネについて講師を呼び、企業活
動に役立つ取り組みを実施した。

あらゆる角度から既存企業の支援は必要である。広報紙やホームページを利用したＰＲや
研修会についてはさらにアイディアを絞って効率的な支援を継続していく。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

新規企業の立地だけでなく既存企業を支援していくことで、市の積極性を示せるほか営業
活動の拡大に期待ができ地域の活性化にもつながる。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

（予算額）
業務費・管理費２６，３０５千円

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度

円 97,297

27年度単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）

問い合わせ対応費用（１件当たり）

円

％

％

成約件数

企業及び住民

笠間東工業団地完売率

大橋堺の宮団地完売率

件

件

人

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

千円

千円 00 0 0

目
的 ⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

④
対象
指標

小政策
施策

小施策
会計

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

評価区分

評価外事業

４.自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 〔生活環境〕

１．だれにもやさしく，潤いのある生活環境を整えます

（財）笠間市開発公社運営事業

335,294

コスト指標

0

件

件住宅問い合わせ件数

24年度

9

0

05,7003,600

千円

千円

千円

3,600トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

指標区分

人
件
費

時間外

嘱託臨時

他課の協力分

職員割合

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

単位

東工業団地問い合わせ件数

千円

千円

0.48 0.76

実施計画事務事業

根拠法令

順位

0

0

27年度（目標）

26年度

5,700

25年度（目標）

1

0 0

0

活
動
指
標

0

－－

76

28

0

22年度（実績） 23年度（実績） 26年度（目標）

1

2

00

5,700

10

0

0

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画）

成約件数

24年度（目標）

03,600 0

0

0

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

22年度（実績） 25年度（計画）

事業費及び指標の推移

件
住宅問い合わせ件数
成約件数

件
件

26年度（計画） 27年度（計画）

9

手
段

⑥
活動
指標

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―

実施手法

６．住　宅
２．多彩な住宅の供給促進

細目名 関連計画款

S39

所属部課名

課長名

―

3

都市建設部まちづくり推進課
中村　公彦
國井　智

―

―
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

成
果
指
標

62

94 100

対
象
指
標

28年度（目標）

0

0

件

東工業団地問い合わせ件数
一般法に基づく特例民法法人の適正な運営
宅建業法に基づく宅地建物取引業務の適正な遂行

単位

成約件数

％
％

大橋堺の宮団地完売率

業務費・管理費5,146千円

笠間東工業団地完売率

５　事務事業の目的と手段
人

企業及び市民

土地資源の総合的開発利用促進

企業及び住民

総
合
計
画

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

目

共催者・関係団体

予
算
科
目

１　【事務事業の全体概要及び背景】
分譲地の売却
３　【年度目標】

当
年
度
計
画

・ＨＰを利用し広く企業への周知を図る。
・宅建業法に基づく宅地建物取引業務の適正な遂行

市の総合計画に基づき市内の土地
資源の総合的開発利用を促進し、諸
産業の振興発展に努めて、市民生活
の向上に寄与することを目的に下記
事業を実施する。

○工業団地の分譲
　（笠間東工業団地）

○堺の宮住宅の分譲
翌
年
度
計
画

上記と同様

東工業団地の一部をリース。
新たな事業の検討

項



効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

必要性

有効性

効率性

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

③前年度の改革・改善案

名称

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

部内での位置付け

総合評価
（担当部長）

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

①改革・改善案

その他

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

（予算額）
道路詳細設計委託
　　　　　　　10,000,000

報償・需用費　 　208,000

詳細設計

手
段 回

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

・道路整備の具体案を検討し，詳細設計を実施する。

・門前通りの景観形成について，美術系大学との連携に
より検討する。

・地元主体の検討組織との協議を続け，道路整備に関す
る情報の共有と地元住民の合意形成に努める。

・門前通りの景観形成について，美術系大学との連携に
より検討する。

整備計画策定委託
（22繰越）　　19,320,000

報償・需用費　 　270,589

総
合
計
画

門前通り商店街他
笠間市商工会

都市計画費 街路費
１　【事務事業の全体概要及び背景】

道路整備の合意

都市計画総務費

日
懇談会の開催

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

協議会の開催
ワークショップの開催

住民懇談会・関係機関（警察）協議

社会実験の実施

延べ回

【DO】事務事業の実施

2

28年度（目標）

笠間稲荷門前通り

道路改修整備

笠間稲荷門前通り周辺地区

地元住民とともに，事業実現に向けた検討を継続す
る。

関係行政区（１・７・９）

道路改修の検討

区

ｍ

回

ｍ

目
的

単位

道路改修の設計

④
対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
ｍ

ｍ

対
象
指
標
成
果
指
標

450

3

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率 5.5/10

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

中村　公彦
菅井　敏幸

○

負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

Ｈ２２ Ｈ２６

所属部課名

課長名

○

4

国土交通省

まちづくり推進課

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
２．拠点づくりと市街地整備
２．良好な市街地整備の推進

　観光拠点である笠間稲荷神社の門
前通りに賑わいを創出するため、商
工観光課が施策を展開してきたが、
門前通りの道路形態を考えたとき、歩
行者に優しく景観に配慮した道路整
備が重要であることから、門前通りに
ふさわしい道路整備の方法を検討す
る。
　検討に当たり、一方通行の交通社
会実験・アンケート及び交通量調査を
実施する。

予
算
科
目

会計
一般
一般
一般

土木費 都市計画費 笠間稲荷門前通りまちづくり推進事業

笠間稲荷門前通り整備事業

笠間稲荷門前通りまちづくり推進事業

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
一部委託
実施手法

26年度（目標）

活
動
指
標

25年度（計画）

ワークショップの開催

24年度（目標）

1.60

22年度（実績）

5

5

22年度（実績） 23年度（実績）

4

26年度（計画） 27年度（計画）

3 3 3

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画）

5,500 10,633 5,317

182,833

12,000

450

450450

450

2

0 01.60

10,208

0.97 7,275 0.75 5,625 12,000

96,734

12,0001.60

3

8 6

12,000 12,000

24年度

6

2

26年度

300 150

0

0

12,000

3

450

108,734

450

450

22,208 205,466

450

25年度（目標）

2 1

根拠法令

順位

実施計画事務事業

0

27年度（目標）

0 0

0

懇談会の開催

ｍ

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

土木費

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

道路改修の設計

社会実験の実施

笠間稲荷門前通り

関係行政区（１・７・９）

延べ回

回協議会の開催

道路改修の検討

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

評価区分

評価事業

１.広域交流基盤を生かした新時代のまちづくり 〔土地利用・都市基盤〕

１．交流と地域の力を高める土地利用を進めます

笠間稲荷門前通りまちづくり推進事
業

4

7,275

5,896

5,625

26,595

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

土木費 都市計画費 都市計画総務費

91,417

193,466

4,70819,320

19,320 271

271

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

道路改修整備

回

日

ｍ

区

ｍ

ｍ

単位 22年度（実績） 25年度

456,59149,351

23年度（実績）コスト指標

円 59,100

円

13,102

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

241,631対象指標の通りにたいするコスト

28年度27年度



・地元においては，道路整備について意思統一が図られていない状況であったが，社会実験の実施を通じた一方通行の提案を契機に，地元を主体
に道路整備について検討しようという機運が高まってきた。市が提案した一方通行に対しては反対意見が多かったが，相互通行を確保しながら歩道
を拡幅するという整備についての要望書が提出されるに至った。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）

【PLAN】事務事業の計画

・地元事業主の意識の改革と気運醸成、
整備方針の一本化。

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

・地元事業主の更なる意識改革。

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

・市最大の観光拠点である笠間稲荷門前通りの道路
整備そのものができなくなる。

資源配分

部内での位置付け

拡  　　　　　充

上  　　　　　位

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 改善し，継続

・懇談会の開催により意見を交換し，地元
の合意形成を促した。
・地元から，整備要望書の提出と，整備
推進協議会の設立同意を得た。

評価理由
・長年の課題であった笠間稲荷門前通りを中心とした観光拠点の整備に
ついて，地元から道路の整備要望が提出される状況にあり，この時機を
逃さず整備に当たることが必要である。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

・本事務事業は，笠間稲荷門前通りのまちづくり及び
道路整備に特化したものであるため。

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

・道路整備の具体については，これから設計・施工することになるので，整備の方法・内容如
何によっては費用を削減できる可能性はある。

・道路整備の具体を検討し，設計に反映させ
るため，ワークショップを開催し地元の意見を
採り入れていく。

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

・道路の整備は地元合意無くしてはできないものであり，これまで社会実験等を含めた検討
作業を続けてきたが，ようやく地元からの整備要望という形で道路整備のスタートを切るに
至った。今後も整備内容について地元と協議を続け，地元の意向・アイディアを最大限採り
入れられるような工夫をしながら，事業を推進する。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

・地元の検討組織と連携しながら道路整備の方法等について検討し，要望書が提出される
までに至った。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

・道路整備は市が行うものであるが、その方法は、行政側からの一方的なものではなく、地
元の意向を十分に反映したものでなければならないため、引き続き地元検討組織とともに、
道路整備の方法について検討を続ける必要がある。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある


